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住居手当引上げについて

59.6％ 192人（市内居住者）/322人（全体）（病院事業部を含めると、56.1%）

住居手当受給者(賃貸住宅居住者)の市内居住率

52.4％ 33人（市内居住者）/63人（全体） （病院事業部を含めると、57.3%）

⇒47.6% 30人は市外に居住

●正職員の市内居住率（令和７年１０月時点）

●過去５年間の入庁者出身地

ここへの働きかけが必要

問題点

●緊急時対応

●地域活動への理解、参加

背景
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H27 ⇒近年、市外出身者が増加

市内 市外

対象職員アンケート

住居手当支給者で、市外に住む40歳未満の正職員 ２２人(回答率84.6％)
●アンケート回答者

●アンケート結果
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今の賃貸物件を選択した理由

家賃が安い

住所地の市の施策で補助金等がもらえたから

勤務地に近い

生活が便利（交通、店等）

結婚等で自分/パートナーの勤務地・実家の近くに住む必要があった

不動産業者のおススメ

その他

23% 64% 14%
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住居手当が高ければ市内居住を選択したか

選択していたと思う 選択しないと思う わからない

23% 23% 23% 18% 9% 5%
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市内在住のメリットを感じるか

非常に感じる すこし感じる ふつう

あまり感じない 全く感じない よくわからない

●市外に住む必要がある者もいる一方、5人に1人は金銭面や不動産業者の勧

めで現在の賃貸物件を選択している。

●住居手当が高ければ、約4人に１人は市内居住を選択していた。

●市外に住んでいるものの、約半数は市内在住のメリットも感じている。

金銭面で一定の補助を行うことは市内居住を選択する際の一要素となり得る
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現行制度

(1)自ら居住する賃貸住宅

・家賃月額27,000円以下・・・家賃月額から16,000円を控除した額

・家賃月額27,000円を超えるとき・・・家賃月額から27,000円を控除した額の

２分の１（最大17,000円）に11,000円を加えた額 （最大28,000円支給）

(2)単身赴任者で、配偶者が居住する賃貸住宅

(1)の２分の１の額

●住居手当の要件等

●対象者数 ６３人 ※R7.10給与支給対象者

●年間支給額 １８，７０７千円 ※ R7.10給与支給対象者から試算

（病院事業部を含めると２７,２１５千円）

（病院事業部を含めると８９人）

改正内容

施行期日 令和８年４月１日

(2)単身赴任者で、配偶者が居住する賃貸住宅

(1)の２分の１の額 ⇒改正なし

●住居手当の引上げ（手当額の加算）

※加東市独自の取組

区分 現行 改正後

家賃月額27,000円以下 家賃月額から16,000円を控除した額 家賃月額から16,000円を控除した額に

5,000円を加算した額

家賃月額27,000円を超えるとき 家賃月額から27,000円を控除した額
の２分の１（最大17,000円）に11,000円
を加えた額
（最大28,000円）

家賃月額から27,000円を控除した額の２分

の１（最大17,000円）に11,000円+5,000円
を加算した額

（最大33,000円）

対象者：年度当初に40歳未満の市内在住の職員（自ら居住する賃貸住宅の場合）

25人 (R7.10現在)

(1)自ら居住する賃貸住宅
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財政的な影響

住居手当の増額 １,９８０千円(対象者25人+増加見込8人)/年

（病院事業部を含めると、２,４６０千円対象者31人+増加見込10人）

住民税収入の増額(モデル:3年目職員180千円×8人(増加見込)=１,４４０千円

（病院事業部を含めると、増加見込10人で１,８００千円）

市内消費の増加

影響額

災害対応の強化

効 果

職員の市内居住率を向上させ、緊急時の迅速な参集を可能とする

職員の生活支援

若手職員の経済的な負担を軽減し、市内定住を促進する

地域経済・地域活動への貢献

職員が市内に住むことによる税収額の向上や市内消費を促し、地域経済の活性化に寄与する

市内に住むことによって地域活動への積極的な参加と、地域課題への気づきを促進する

市民サービスの更なる向上に寄与すると考えられる


